
1 

 佐賀県訓令甲第12号 

本      庁    

現 地 機 関    

労働委員会事務局    

 佐賀県行政組織規則の一部を改正する規則の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令を次のように定める。 

  平成25年12月27日 

佐賀県知事  古  川     康    

   佐賀県行政組織規則の一部を改正する規則の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令 

 （佐賀県文書規程の一部改正） 

第１条 佐賀県文書規程（昭和55年佐賀県訓令甲第１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

 (4) 課 組織規則第２条、第３条第１項、第３項及び第４項並び

に第４条第２項に規定する企画・経営グループ、課及びセンタ

ー並びに特定の政策を推進するための組織（粒子線治療推進監

及び組織規則第25条第１項の規定により置かれた職にある者か

らなる組織、国際戦略推進監及び同項の規定により置かれた職

にある者からなる組織、ＩＬＣ推進監及び同項の規定により置

かれた職にある者からなる組織、経営支援本部における同項の

規定により置かれた職にある者からなる組織並びに政策監及び

組織規則第26条第１項の規定により置かれた職にある者からな

る組織をいう。第８号において「特定政策組織」という。）を

いう。 

 (4) 課 組織規則第２条、第３条第１項、第３項及び第４項並び

に第４条第２項に規定する企画・経営グループ、課及びセンタ

ー並びに特定の政策を推進するための組織（粒子線治療推進監

及び組織規則第25条第１項の規定により置かれた職にある者か

らなる組織、国際戦略推進監及び同項の規定により置かれた職

にある者からなる組織、ＩＬＣ推進監及び同項の規定により置

かれた職にある者からなる組織、有田焼創業400年事業推進監及

び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、経営支

援本部における同項の規定により置かれた職にある者からなる

組織並びに政策監及び組織規則第26条第１項の規定により置か

れた職にある者からなる組織をいう。第８号において「特定政

策組織」という。）をいう。 
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改正前 改正後 

 (5)～(22) 略  (5)～(22) 略 

 （決裁区分の表示）  （決裁区分の表示） 

第22条 起案文書には所定の箇所に、知事の決裁事項については

「甲」、副知事専決事項については「乙」、本部長専決事項につ

いては「丙」、最高情報統括監専決事項、危機管理・報道監専決

事項、医療統括監専決事項、国際戦略統括監専決事項、企業立地

統括監専決事項、部長専決事項、理事専決事項、副本部長専決事

項、副部長専決事項、総括政策監専決事項、新型インフルエンザ

対策総括監専決事項、消費者行政総括監専決事項、がん対策総括

監専決事項、歯科医療総括監専決事項、企業立地総括監専決事項、

雇用対策総括監専決事項及び出納局長専決事項については「丙２」、

課長専決事項、政策監専決事項、粒子線治療推進監専決事項、国

際戦略推進監専決事項及びＩＬＣ推進監専決事項については

「丁」、室長専決事項、企業誘致推進監専決事項、特区調整監専

決事項、地域振興企画監専決事項、国民保護・防災対策監専決事

項、副課長専決事項、副センター長専決事項及び副室長専決事項

については「丁２」、係長専決事項については「丁３」の表示をし

なければならない。 

第22条 起案文書には所定の箇所に、知事の決裁事項については

「甲」、副知事専決事項については「乙」、本部長専決事項につ

いては「丙」、最高情報統括監専決事項、危機管理・報道監専決

事項、医療統括監専決事項、国際戦略統括監専決事項、企業立地

統括監専決事項、部長専決事項、理事専決事項、副本部長専決事

項、副部長専決事項、総括政策監専決事項、新型インフルエンザ

対策総括監専決事項、消費者行政総括監専決事項、がん対策総括

監専決事項、歯科医療総括監専決事項、企業立地総括監専決事項、

雇用対策総括監専決事項及び出納局長専決事項については「丙２」、

課長専決事項、政策監専決事項、粒子線治療推進監専決事項、国

際戦略推進監専決事項、ＩＬＣ推進監専決事項及び有田焼創業400

年事業推進監専決事項については「丁」、室長専決事項、企業誘

致推進監専決事項、特区調整監専決事項、地域振興企画監専決事

項、国民保護・防災対策監専決事項、副課長専決事項、副センタ

ー長専決事項及び副室長専決事項については「丁２」、係長専決事

項については「丁３」の表示をしなければならない。 

 （佐賀県職員安全衛生管理規程の一部改正） 

第２条 佐賀県職員安全衛生管理規程（平成元年佐賀県訓令甲第２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (1)・(2) 略  (1)・(2) 略 
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 (3) 課 組織規則第２条、第３条第１項、第３項及び第４項並び

に第４条第２項に規定する企画・経営グループ、課及びセンタ

ー、粒子線治療推進監及び組織規則第25条第１項の規定により

置かれた職にある者からなる組織、国際戦略推進監及び同項の

規定により置かれた職にある者からなる組織、ＩＬＣ推進監及

び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、経営支

援本部における同項の規定により置かれた職にある者からなる

組織、政策監及び組織規則第26条第１項の規定により置かれた

職にある者からなる組織並びに労働委員会事務局をいう。 

 (3) 課 組織規則第２条、第３条第１項、第３項及び第４項並び

に第４条第２項に規定する企画・経営グループ、課及びセンタ

ー、粒子線治療推進監及び組織規則第25条第１項の規定により

置かれた職にある者からなる組織、国際戦略推進監及び同項の

規定により置かれた職にある者からなる組織、ＩＬＣ推進監及

び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、有田焼

創業400年事業推進監及び同項の規定により置かれた職にある

者からなる組織、経営支援本部における同項の規定により置か

れた職にある者からなる組織、政策監及び組織規則第26条第１

項の規定により置かれた職にある者からなる組織並びに労働委

員会事務局をいう。 

 (4) 略  (4) 略 

 （佐賀県職員の職務発明等に関する規程の一部改正） 

第３条 佐賀県職員の職務発明等に関する規程（平成２年佐賀県訓令甲第８号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

 (1) 略  (1) 略 

 (2) 課 佐賀県行政組織規則（平成16年佐賀県規則第16号。以下

「組織規則」という。）第２条、第３条第１項、第３項及び第

４項並びに第４条第２項に規定する企画・経営グループ、課及

びセンター、粒子線治療推進監及び組織規則第25条第１項の規

定により置かれた職にある者からなる組織、国際戦略推進監及

び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、ＩＬＣ

推進監及び同項の規定により置かれた職にある者からなる組

織、経営支援本部における同項の規定により置かれた職にある

 (2) 課 佐賀県行政組織規則（平成16年佐賀県規則第16号。以下

「組織規則」という。）第２条、第３条第１項、第３項及び第

４項並びに第４条第２項に規定する企画・経営グループ、課及

びセンター、粒子線治療推進監及び組織規則第25条第１項の規

定により置かれた職にある者からなる組織、国際戦略推進監及

び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、ＩＬＣ

推進監及び同項の規定により置かれた職にある者からなる組

織、有田焼創業400年事業推進監及び同項の規定により置かれた
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改正前 改正後 

者からなる組織並びに政策監及び組織規則第26条第１項の規定

により置かれた職にある者からなる組織をいう。 

職にある者からなる組織、経営支援本部における同項の規定に

より置かれた職にある者からなる組織並びに政策監及び組織規

則第26条第１項の規定により置かれた職にある者からなる組織

をいう。 

 (3)～(13) 略  (3)～(13) 略 

 （佐賀県本庁決裁等規程の一部改正） 

第４条 佐賀県本庁決裁等規程（平成16年佐賀県訓令甲第２号）の一部を次のように改正する。 

  次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

 （副知事等の専決）  （副知事等の専決） 

第４条 略 第４条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 次の各号に定める者は、本部長が専決することができる事務の

うち、本部長が定めるものを専決することができる。 

３ 次の各号に定める者は、本部長が専決することができる事務の

うち、本部長が定めるものを専決することができる。 

 (1)～(20) 略  (1)～(20) 略 

  (21) 有田焼創業400年事業推進監 

 (21) 略  (22) 略 

４～７ 略 ４～７ 略 

 （本部長等の代決者）  （本部長等の代決者） 

第10条 略 第10条 略 

２～９ 略 ２～９ 略 

10 副本部長が専決することができる事務について、副本部長が不

在のときは、副本部長があらかじめ指名する政策監又は当該事務

を担当する課長（粒子線治療の普及に関する事務については粒子

線治療推進監、海外施策の総合調整及び推進に関する事務につい

10 副本部長が専決することができる事務について、副本部長が不

在のときは、副本部長があらかじめ指名する政策監又は当該事務

を担当する課長（粒子線治療の普及に関する事務については粒子

線治療推進監、海外施策の総合調整及び推進に関する事務につい
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改正前 改正後 

ては国際戦略推進監、ＩＬＣ施策の総合調整及び推進に関する事

務についてはＩＬＣ推進監）若しくは室長がその事務を代決する

ことができる。 

ては国際戦略推進監、ＩＬＣ施策の総合調整及び推進に関する事

務についてはＩＬＣ推進監、有田焼創業400年事業の推進に関する

事務については有田焼創業400年事業推進監）若しくは室長がその

事務を代決することができる。 

11～21 略 11～21 略 

 22 有田焼創業400年事業推進監が専決することができる事務につ

いて、有田焼創業400年事業推進監が不在のときは、有田焼創業400

年事業推進監が組織規則第25条第１項の規定により置かれた副課

長のうちからあらかじめ指名する者がその事務を代決することが

できる。 

22 略 23 略 

別表第１（第２条の２関係） 別表第１（第２条の２関係） 

事務の種類 事務委任先 委任する事務の内容

旅行命令に

関する事務

副知事、会計管理者、本部

長、最高情報統括監、危機

管理・報道監、国際戦略統

括監、企業立地統括監、部

長、理事、副本部長、副部

長、総括政策監、新型イン

フルエンザ対策総括監、消

費者行政総括監、がん対策

総括監、歯科医療総括監、

企業立地総括監、雇用対策

総括監、人材育成総括監、

課長、政策監、粒子線治療

推進監、国際戦略推進監、

ＩＬＣ推進監及び出納局長

自己の旅行命令に関

すること 

事務の種類 事務委任先 委任する事務の内容 

旅行命令に

関する事務

副知事、会計管理者、本部

長、最高情報統括監、危機

管理・報道監、国際戦略統

括監、企業立地統括監、部

長、理事、副本部長、副部

長、総括政策監、新型イン

フルエンザ対策総括監、消

費者行政総括監、がん対策

総括監、歯科医療総括監、

企業立地総括監、雇用対策

総括監、人材育成総括監、

課長、政策監、粒子線治療

推進監、国際戦略推進監、

ＩＬＣ推進監、有田焼創業

自己の旅行命令に関

すること 
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改正前 改正後 

  

 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監及びＩＬＣ推進監 

特定政策組織（粒子線

治療推進監及び組織

規則第25条第１項の

規定により置かれた

職にある者からなる

組織、国際戦略推進監

及び同項の規定によ

り置かれた職にある

者からなる組織、ＩＬ

Ｃ推進監及び同項の

規定により置かれた

職にある者からなる

組織、経営支援本部に

おける同項の規定に

より置かれた職にあ

る者からなる組織並

びに政策監及び組織

規則第26条第１項の

規定により置かれた

職にある者からなる

組織をいう。以下同

じ。）に所属する職員

の旅行命令に関する

こと 

 400年事業推進監及び出納

局長 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監、ＩＬＣ推進監及び有田

焼創業400年事業推進監 

特定政策組織（粒子線

治療推進監及び組織

規則第25条第１項の

規定により置かれた

職にある者からなる

組織、国際戦略推進監

及び同項の規定によ

り置かれた職にある

者からなる組織、ＩＬ

Ｃ推進監及び同項の

規定により置かれた

職にある者からなる

組織、有田焼創業400

年事業推進監及び同

項の規定により置か

れた職にある者から

なる組織、経営支援本

部における同項の規

定により置かれた職

にある者からなる組

織並びに政策監及び

組織規則第26条第１

項の規定により置か

れた職にある者から 
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改正前 改正後 

  

 

 

 

年次休暇等

の願の処理

に関する事

務 

副知事、会計管理者、本部

長、最高情報統括監、危機

管理・報道監、国際戦略統

括監、企業立地統括監、部

長、理事、副本部長、副部

長、総括政策監、新型イン

フルエンザ対策総括監、消

費者行政総括監、がん対策

総括監、歯科医療総括監、

企業立地総括監、雇用対策

総括監、人材育成総括監、

課長、政策監、粒子線治療

推進監、国際戦略推進監、

ＩＬＣ推進監及び出納局長

 

 

自己の年次休暇等の

処理に関すること 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監及びＩＬＣ推進監 

 

特定政策組織に所属

する職員の年次休暇

等の処理に関するこ

と 

週休日の振

替に関する

会計管理者、本部長、最高

情報統括監、危機管理・報

自己の週休日の振替

に関すること 

  なる組織をいう。以下

同じ。）に所属する職

員の旅行命令に関す

ること 

年次休暇等

の願の処理

に関する事

務 

副知事、会計管理者、本部

長、最高情報統括監、危機

管理・報道監、国際戦略統

括監、企業立地統括監、部

長、理事、副本部長、副部

長、総括政策監、新型イン

フルエンザ対策総括監、消

費者行政総括監、がん対策

総括監、歯科医療総括監、

企業立地総括監、雇用対策

総括監、人材育成総括監、

課長、政策監、粒子線治療

推進監、国際戦略推進監、

ＩＬＣ推進監、有田焼創業

400年事業推進監及び出納

局長 

自己の年次休暇等の

処理に関すること 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監、ＩＬＣ推進監及び有田

焼創業400年事業推進監 

特定政策組織に所属

する職員の年次休暇

等の処理に関するこ

と 

週休日の振

替に関する

会計管理者、本部長、最高

情報統括監、危機管理・報

自己の週休日の振替

に関すること 
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改正前 改正後 

事務 道監、国際戦略統括監、企

業立地統括監、部長、理事、

副本部長、副部長、総括政

策監、新型インフルエンザ

対策総括監、消費者行政総

括監、がん対策総括監、歯

科医療総括監、企業立地総

括監、雇用対策総括監、人

材育成総括監、課長、政策

監、粒子線治療推進監、国

際戦略推進監、ＩＬＣ推進

監及び出納局長 

 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監及びＩＬＣ推進監 

 

特定政策組織に所属

する職員の週休日の

振替に関すること 

時間外勤務

代休時間の

指定に関す

る事務 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監及びＩＬＣ推進監 

 

特定政策組織に所属

する職員の時間外勤

務代休時間の指定に

関すること 

休日の代休

日の指定に

関する事務

会計管理者、本部長、最高

情報統括監、危機管理・報

道監、国際戦略統括監、企

業立地統括監、部長、理事、

自己の休日の代休日

の指定に関すること 

事務 道監、国際戦略統括監、企

業立地統括監、部長、理事、

副本部長、副部長、総括政

策監、新型インフルエンザ

対策総括監、消費者行政総

括監、がん対策総括監、歯

科医療総括監、企業立地総

括監、雇用対策総括監、人

材育成総括監、課長、政策

監、粒子線治療推進監、国

際戦略推進監、ＩＬＣ推進

監、有田焼創業400年事業推

進監及び出納局長 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監、ＩＬＣ推進監及び有田

焼創業400年事業推進監 

特定政策組織に所属

する職員の週休日の

振替に関すること 

時間外勤務

代休時間の

指定に関す

る事務 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監、ＩＬＣ推進監及び有田

焼創業400年事業推進監 

特定政策組織に所属

する職員の時間外勤

務代休時間の指定に

関すること 

休日の代休

日の指定に

関する事務

会計管理者、本部長、最高

情報統括監、危機管理・報

道監、国際戦略統括監、企

業立地統括監、部長、理事、

自己の休日の代休日

の指定に関すること 
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改正前 改正後 

 副本部長、副部長、総括政

策監、新型インフルエンザ

対策総括監、消費者行政総

括監、がん対策総括監、歯

科医療総括監、企業立地総

括監、雇用対策総括監、人

材育成総括監、課長、政策

監、粒子線治療推進監、国

際戦略推進監、ＩＬＣ推進

監及び出納局長 

 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監及びＩＬＣ推進監 

 

特定政策組織に所属

する職員の休日の代

休日の指定に関する

こと 

宿日直勤務

の命令に関

する事務 

会計管理者、本部長、最高

情報統括監、危機管理・報

道監、国際戦略統括監、企

業立地統括監、部長、理事、

副本部長、副部長、総括政

策監、新型インフルエンザ

対策総括監、消費者行政総

括監、がん対策総括監、歯

科医療総括監、企業立地総

括監、雇用対策総括監、人

材育成総括監、課長、政策

自己の宿日直勤務の

命令に関すること 

 副本部長、副部長、総括政

策監、新型インフルエンザ

対策総括監、消費者行政総

括監、がん対策総括監、歯

科医療総括監、企業立地総

括監、雇用対策総括監、人

材育成総括監、課長、政策

監、粒子線治療推進監、国

際戦略推進監、ＩＬＣ推進

監、有田焼創業400年事業推

進監及び出納局長 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監、ＩＬＣ推進監及び有田

焼創業400年事業推進監 

特定政策組織に所属

する職員の休日の代

休日の指定に関する

こと 

宿日直勤務

の命令に関

する事務 

会計管理者、本部長、最高

情報統括監、危機管理・報

道監、国際戦略統括監、企

業立地統括監、部長、理事、

副本部長、副部長、総括政

策監、新型インフルエンザ

対策総括監、消費者行政総

括監、がん対策総括監、歯

科医療総括監、企業立地総

括監、雇用対策総括監、人

材育成総括監、課長、政策

自己の宿日直勤務の

命令に関すること 
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改正前 改正後 

 監、粒子線治療推進監、国

際戦略推進監、ＩＬＣ推進

監及び出納局長 

 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監及びＩＬＣ推進監 

 

特定政策組織に所属

する職員の宿日直勤

務の命令に関するこ

と 
 

 監、粒子線治療推進監、国

際戦略推進監、ＩＬＣ推進

監、有田焼創業400年事業推

進監及び出納局長 

 

 略 

副本部長、政策監、粒子線

治療推進監、国際戦略推進

監、ＩＬＣ推進監及び有田

焼創業400年事業推進監 

特定政策組織に所属

する職員の宿日直勤

務の命令に関するこ

と 
 

   附 則 

 この訓令は、平成26年１月１日から施行する。 


